
令和３年度
介護サービス事業者集団指導

全サービス共通

台東区福祉部 福祉課 指導検査係



指導と監査について

【集団指導】

指導の対象となる介護サービスの内容に応じ、介護サービス事業所
を一定の場所に集めて講習等の方法により行います。

⇒ 制度の理解、介護報酬請求に係る過誤・不正の未然防止

【実地指導】

指導の対象となる介護サービス事業所において実地で行います。

⇒ 事業所の育成・支援、運営管理の適正化、より良いケアの実現

【監査】

著しい不適正な運営、重大な不正があると疑うに足りる理由がある
場合は、監査を実施します。 1



実地指導の流れ

・当日提出書類の確認

・施設見学

・ヒアリングの実施（管理者、
従業者）

関係法令や基準に遵守した
運営が行われているか確認

各種加算の算定要件を満た
し、介護報酬請求が適切に行
われているか確認

実施通知の送付（実施日の概ね１ヶ月前）

・利用者の生命又は身体の安全に危険がある場合
・著しい不適正な運営、重大な不正があると疑うに足りる理由がある場合
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返還完了報告書の提出

事前提出資料の提出（実施日の概ね１週間前）

実地指導の実施

実施指導結果の通知（実施日から１ヶ月以内）

改善状況報告書の提出（結果の通知から１ヶ月以内）

事業所の選定

介護報酬等の返還手続

⇒ 事前通知せずに実地指導を実施する場合や、実地指導中に
監査に変更となる場合があります。 2
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監査の流れ

行 政 処 分

・運営や介護報酬請求に不正又は著しい不当があった
ことを疑うに足りる理由があった場合

・度重なる指導によっても改善が認められない場合

・実地指導を経ずに監査を実施する場合あり
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指定の取消し、指定効力の全部又は一部停止 ①

次のいずれかに該当する場合においては、指定を取り消し、又は期
間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで
きる。（介護保険法第78条の１０（指定地域密着型サービス）、第84条
（指定居宅介護支援））
・事業者が指定を受ける際に付された条件に違反したとき

・人員基準を満たすことができなくなったとき

・設備及び運営基準を満たすことができなくなったとき

・事業者が、要介護者の人権尊重、命令遵守等の義務に違反したとき

・事業者が委託を受けた要介護認定調査の結果について、虚偽の報告をしたとき

・介護報酬請求に不正があったとき

・事業者が、報告又は帳簿書類の提出若しくは掲示を命ぜられても従わず、又は虚
偽の報告をしたとき

(続く)
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指定の取消し、指定効力の全部又は一部停止 ②

次のいずれかに該当する場合においては、指定を取り消し、又は期
間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで
きる。（介護保険法第78条の１０（指定地域密着型サービス）、第84条
（指定居宅介護支援））
（続き）

・事業者又は従業者が、出頭を求められてこれに応ぜず、質問に対して答弁せず、若
しくは虚偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき（従業者がそ
の行為をした場合において、事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く）

・事業者が不正の手段により指定を受けたとき

・事業者が、介護保険法、保険医療若しくは福祉に関する法令で定めるもの又は法
律に基づく命令若しくは処分に違反したとき

・都知事が有料老人ホームの設置者に対し、事業の制限又は停止を命じたとき

・事業者が、サービスに関し不正又は著しく不当な行為をしたとき

・過去５年間のうちに不正又は著しく不当な行為をしていたとき
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令和３年度介護報酬改定における改定事項（全サービス共通）

・感染症対策の強化
・業務継続に向けた取組の強化
・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・人員配置基準における両立支援への配慮
・ハラスメント対策の強化
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・利用者への説明・同意等に係る見直し
・員数の記載や変更届出の明確化
・記録の保存等に係る見直し
・運営規程等の掲示に係る見直し
・高齢者虐待防止の推進
・地域区分

厚生労働省ホームページ「令和３年度介護報酬改定における改定事項につ
いて」より、以下の改定事項を抜粋して説明します。
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感染症対策の強化

・感染症の予防及びまん
延の防止のための対策を
検討する委員会の開催

・指針の整備（平常時の対
策、発生時の対応、関係機
関との連絡体制の整備）

・指針に基づいた研修及
び訓練（シミュレーション）
の定期的な実施

⇒ 令和６年３月３１日ま
での間は努力義務
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業務継続に向けた取組の強化

・感染症に係る業務継続
計画の策定（平時からの
備え、初動対応、感染拡大
防止体制の確立）

・災害に係る業務継続計
画の策定（平常時の対応、
緊急時の対応、他施設及
び地域との連携）

・必要な研修及び訓練（シ
ミュレーション）の定期的
な実施

⇒ 令和６年３月３１日ま
での間は努力義務
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CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進

以下の項目はすべての
サービス種別が対象

・サービスの提供に当たっ
て、介護保険等関連情報
等を活用

・事業所単位でPDCAサ
イクルを構築・推進し、
サービスの質の向上に努
める。

⇒ ＬＩＦＥに情報を提出し、
当該情報及びフィード
バック情報を活用（推奨）
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ハラスメント対策の強化

・セクシャルハラスメント、
パワーハラスメントの防止

⇒ 事業主の方針等の明確
化、周知・啓発、相談に応じ
適切に対応するために必要
な体制の整備（パワーハラス
メント対策の義務付けについ
て中小企業は、令和４年３月
３１日までの間は努力義務）

・カスタマーハラスメントの
防止（推奨）

⇒ 相談に応じ適切に対応
するために必要な体制の整
備、被害者への配慮のため
の取組、被害防止のための
取組
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高齢者虐待防止の推進

・虐待の防止のための対
策を検討する委員会の定
期的な開催（他の会議体
と一体的に設置・運営する
ことも可）

・虐待の防止のための指
針の整備

・指針に基づいた研修の
定期的な実施（年１回以
上）

・担当者の配置

⇒ 令和６年３月３１日ま
での間は努力義務

11



 厚生労働省HP 介護保険最新情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/in
dex_00010.html

 厚生労働省HP 介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/h
ousyu/index.html

 厚生労働省HP 介護サービス関係Ｑ＆Ａ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/q
a/index.html

 東京都福祉保健局HP 東京都かいてき便り
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/

 台東区HP 介護保険事業者向けサービス
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/index.html

 台東区HP 介護サービス事業者等の指導・監査
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/jigyosyasido/kaigosid
ou.html

ホームページ紹介
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